
事業評価個票（事業実施：令和２年度）
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一般財源 １,０９９ １,０９１

貸付

課
題
・
改
善
点

自転車利用者安全・適正利用促進事業においては、自転車条例に基づき、令和２年７月１日から自転車保険加入が義務化となったもの
の、県政アンケートによる自転車保険加入率は半数にも及ばず、また、高校生以上の自転車用ヘルメット着用率も非常に低い現状であ
るため、さらなる周知啓発が必要である。

その他特定財源

交通事故死者数は、統計を取り始めた昭和２３年以降で
過去２番目に少ない人数となり、成果目標を達成した。１,０９９ １,０９１ －

県債

財源内訳
（単位:千円）

国庫支出金

計 １,０９９ １,０９１ －

Ａ

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 Ａ

当初予算額
（単位:千円）

費目
（予算見積書グループ名）

計

活動実績は見込みに見合ったものであるか。
また、整備された施設や成果物などは十分に活用されているか。

－ －

自転車利用者安全・適正利用促
進事業

６１７ ６０１

事
業
の
効
率
性

支出先の選定や受益者との負担関係は妥当であるか。 Ａ

令和６年度令和２年度令和３年度 令和４年度

未定

成果物（印刷物）を十分に活用し、当初の活動指標を大
幅に上回る活動実績となった。

事
業
の
有
効
性
（

達
成
度
）

評価に関する説明

成果実績

印刷業務は会計局を通じて公平に業者選定し、委託業務
は部内の審査会を経て選定された山形県交通安全対策協
議会への支出であるため、妥当である。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較
してより効果的あるいは低コストで実施できているか。
また、類似の事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行ってい
るか。

Ａ
類似の事業はなく、必要最低限の低コストによる実施で
ある。

市町村では、運転免許証を返納した場合の独自の支援事
業について、既にH20～順次実施。近年、運転に不安を持
ち自主返納を考える高齢者が増加しており、返納しやす
い環境づくりが求められている。

事業所管部局による評価・検証（令和３年７月）

達成度 ％

Ａ

令和５年 令和６年

目標値

活動指標及び成果指標設定の考え方

　活動指標は、本事業による運転免許自主返納支援の協賛事業者数を設定した。
　成果指標は、第10次山形県交通安全計画の計画期間である令和２年までに、交通事故による年間の24時間以内の死者数を30人以下（政府
の第10次交通安全基本計画に示す目標の概ね１％）と設定した。

％ 100%

目標値 死者数 30人以下 未定 未定 未定

令和２年 令和３年 令和４年

事業者数
（累計）

４８５

事業終了(予定)年度

消費生活・地域安全課 当初見込み
事業者数
（累計） １００ ２００ ３００ ３００

令和２年度 未設定

実施方法

成果指標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標（所管部局の分析）

項目

事
業
の

必
要
性

事業の目的が県民や社会のニーズを的確に反映し、成果目標の明確な
達成手段として位置づけられ、優先度の高い事業となっているか。
また、市町村・民間等に委ねることができない事業なのか。

事業の目的

事業概要

70歳以上の運転免許保有者は30年間で約8.4倍となり、高齢運転者による重大事故が発生し
ていることから、自動車に頼らざるを得ない地域の実情を考慮しつつ、高齢運転者の交通
安全対策を強化し、県民の安全・安心を確保する。

①運転免許自主返納支援事業
・運転免許証の自主返納をしやすい環境づくりを促進し、高齢者の交通事故防止を図る。
・運転免許証を自主返納した高齢者支援のため、様々な特典やサービスを受けられる協賛
事業者の募集・登録
【実施事業】・協賛店募集チラシ5,000部、サポート事業周知チラシ12,000部作成
　　　　　　・協賛店ステッカーを600部作成

②自転車利用者安全・適正利用促進事業
・運転免許証を自主返納した高齢者が自転車を利用することが見込まれるため、高齢の自
転車利用者に対する自転車の安全で適正な利用についての周知啓発
【実施事業】・高齢者向けに分かりやすいパンフレットを作製し、高齢者の交通安全教室
等を活用し、幅広く周知

①新たな仕組みの円滑な立上げ、②ノウハウを活かした効率的
な事業実施のため。

上記実施方法とする理由：

直接実施 委託・請負 補助

第10次山形県交通安全計画に定める交通
事故死者数（令和２年までに30人以下を
達成する。）

成果実績 死者数

達成度

単位

評価

負担 交付

事業名 高齢運転者交通安全対策強化推進事業費

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

部局名 防災くらし安心部
運転免許自主返納支援事業協賛事業者数

活動実績

当初見込み

総合発展計画実施
計画の位置付け

政策の柱、
政策

施策

目標指標

[政策の柱４] 県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり
[政策２] 暮らしの様々なリスクへの対応力の強化

[施策２] 交通事故防止のための取組みの強化

令和６年：5,000人以下(暦年)交通事故死傷者数

事業開始年度

担当課名

活動実績

(評価基準)
Ａ:目標を上回る成果、活動見込を上回って達成(100%以上)/Ｂ:概ね目標どおりの成果、活動見込を概ね達成(80～99%)/Ｃ:目標を下回る成果、活動見込を下回った(79%以下)

（様式２）

その他

運転免許自主返納支援事業 ４８２ ４９０

令和５年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

３０

単位

次期山形県交通安全計画の策

定を踏まえて今後設定



【防災くらし安心部 消費生活・地域安全課】 

 高齢運転者交通安全対策強化推進事業費【新規】             1,099千円 

○ 高齢運転者による交通事故が社会問題となっており、 

 県内においても、65歳以上の運転免許保有者が約22万人 

 と全体の約３割を占め（令和元年12月末現在）、高齢運転者に 

 よる死亡事故が多くなっている。 

○ このため、加齢に伴う身体機能の低下や判断能力の衰 

 えにより運転に不安を感じるようになった高齢運転者に 

 対して、自主的な運転免許証の返納を支援するとともに、

代替手段として自転車を利用する場合の安全で適正な利 

 用を促進し、県民の安全・安心な暮らしを確保する。 

① 運転免許証自主返納の支援          482千円 

 ・ 運転免許証を自主返納した高齢者に対する様々な特典 

  やサービスが受けられる協賛事業者等を募集・登録し、   

  自主返納を支援 

                   

                       

                            

   

 

② 自転車の安全で適正な利用の促進       617千円 

 ・ 高齢の自転車利用者に対する自転車の 

  安全で適正な利用についての周知啓発  

目  的 事業内容 
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(件数/免許人口10万人当たり） 

※平成30年末運転免許 
 保有者数により算出 

【山形県】運転者の年齢別死亡事故件数 
（5年間（H26～H30）の平均） 

高齢運転者による交通事故 

山形県 

運転免許証 
自主返納者 

申込 
運転経歴 
証明書提示 

   登録 
（ステッカー交付） 

サービス 

（サービスの例） 
 ○交通事業者の取組み 
 ・バス、ハイヤー、タクシー 
  の割引等 
 ○市町村の取組み 
 ・バス、タクシーの利用券の 
  交付等 
 ○企業・店舗等 
 ・購入商品の配送料の割引等 

協賛事業者等 

山形県 

（参考）政府の高齢運転者交通安全対策（令和元年度補正予算対応） 

 ○ 安全運転サポート車普及促進事業費補助金（サポカー補助金） 

  ・ 65歳以上の高齢運転者を対象に、衝突被害軽減ブレーキやペダ 

   ル踏み間違い急発進抑制装置を搭載したサポカーの購入等を補助 

  ➢ 県では、サポカーの普及促進を図るため、交通安全教室におい 

   て、販売業者と連携したサポカーの試乗体験会を実施 
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